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研究成果の概要（和文）： 

ソーシャルワークの領域でも科学的根拠に基づく実践(EBP)が重視される中、実践家が参画して
実践現場から効果的プログラムモデルを形成・発展させる取り組みは少ない。本研究では、福祉
各領域 11 プログラムへの適用経験から、「プログラム理論･エビデンス･実践間の円環的対話によ
る､効果的福祉実践プログラムモデル形成のための評価アプローチ法(CD-TEP 評価アプローチ法」
という実践家参画型で効果的プログラムモデルを開発するアプローチ法を開発し、その有用性を
示した。 
 
研究成果の概要（英文）： 

In opposition to increasing emphasis on evidence-based practices (EBPs) in social work, 

there are few efforts to construct and improve effective program models in collaboration 

with practice fields. This study attempts to develop a practitioner participatory 

evaluation approach called the CD-TEP (participatory evaluation approach of Circular 

Dialogue between program Theory, Evidence and Practices) that encourages practitioners to 

involve in building more effective models into EBPs from our application experiences of 

the approach to eleven programs in Japan.  
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１．研究開始当初の背景 

 アメリカ等の西欧諸国では、最近 30 年に

プログラム評価が科学的にも実践的にも急

速に発展し、社会プログラムを社会的に位置

づける上で欠かせない存在になった（Rossi

ら､2004）。特に最近 10年は、保健・医療領
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域 に お け る 科 学 的 根 拠 に 基 づ く 医 療

(Evidence-Based Medicine; EBM)や実践プロ

グラム(Evidence-Based Practices; EBP)の

研究や実践活動の活性化がプログラム評価

の発展と密接に関係している。一方、効果的

なプログラムモデルを追求する動きはプロ

グラム理論の発展を促した。プログラム理論

は、社会プログラムがどのように効果をもた

らすのか、どんな要素が効果に影響するかに

対して明確な見通しを与える因果関連やプ

ログラム要素に関する一連の仮説群をいう。

個別プログラムに対してプログラム理論を

よく吟味することにより、より良いアウトカ

ムを生み出す優れた実践プログラムの構築

が期待される（Rossi ら､2004）。 

 近年日本の社会福祉制度改革の中で、ゴー

ルを示した新しい社会福祉実践プログラム

（介護保険法、自立支援法のプログラム等）

が相次いで導入されるようになった。一方

で、日本の政策決定者や利害関係者において

科学的なプログラム評価法や科学的根拠に

もとづく実践(EBP)への関心は乏しく、実践

と実証の積み重ねがないまま行政主導のプ

ログラム導入が進められている。さらに社会

福祉とソーシャルケア関係者間には、福祉実

践プログラムの明確なゴールと介入成果を

示すアウトカム指標への十分な合意形成が

ないまま「効果的なプログラム」について考

慮しなければならない現状がある。 

 

 

２．研究の目的 

 本研究は、1990年代以降アメリカを中心に

理論的にも実践的にも発展したプログラム

評価の理論と方法論を用いて、福祉実践家の

参画を得て、新しい社会福祉実践プログラム

を科学的根拠に基づく効果的なプログラム

モデルとして構築･発展させるための評価ア

プローチ法を、福祉実践プログラム各領域に

関わる関係者間で検討して共有し、その方法

論を発展させることを目的とする。 

 

 

３．研究の方法 

(1) 検討した福祉実践プログラム 

  社会福祉実践プログラムに限定して検討

した。新しく登場した福祉実践プログラムの

うち、導入期の既存制度プログラムや試行的

事業のプログラムで、全国的にある程度実施

されているが効果的な実践モデルが形成さ

れていないと考えられる個別プログラム、お

よび研究者や実践家サイドが福祉実践現場

のニーズを踏まえて新規に開発した個別プ

ログラムを取り上げた。具体的には、高齢者

福祉領域では「認知症高齢者環境作りプログ

ラム」、児童・思春期福祉領域では「被虐待

児回復、援助者支援プログラム」「ひきこも

り･ニートへの就労支援プログラム」、障害

者福祉領域では「障害者就労移行支援プログ

ラム」、精神保健福祉領域では「精神障害者

退院促進支援プログラム」ほかの計 11 プロ

グラムである。 

 

(2) 研究プロセス 

 プログラム評価の理論と方法論を用いて、

実践プログラムの実践現場との共同で効果

的プログラムモデルを構築するために、図１

のとおり次のステージに基づいて研究を進

めた。すなわち、第Ⅰステージ「既存モデル・

制度モデルの評価可能性アセスメント、プロ

グラム理論評価」、第Ⅱステージ「 予備的

プログラム評価調査の実施」、第Ⅲステージ

「 暫定効果モデルの構築」、第Ⅳステージ

「 全国プログラム評価調査の実施」、第Ⅴ

ステージ「提案効果モデルの構築」、第Ⅵス

テージ「効果的なプログラムモデル構築のた

めのアプローチ法の確立と提案」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)共通知識の構築と共有化の方法の検討： 

 高齢者福祉領域、児童・思春期福祉領域、

障害者福祉領域、精神保健福祉領域の新しい

実践プログラム開発に関わる関係者が合同

の研究会［ EBSC (Evidence-Based Social 

Care) プログラム評価法研究会］を組織し、

４年間 12 回の集中的な議論を重ねながら、

各領域の福祉実践プログラムにプログラム

評価の理論と方法論を適用し、それらがより

効果的なプログラムに発展するためのアプ

ローチ法（マニュアルや何種類かの様式集を

含む）を検討し、関係者間で共有した。 

 

図１ 効果的社会福祉実践モデル構築のためのアプローチ法基本枠組み

プログラム評価理論からのアプローチ プログラム評価方法論からのアプローチ

暫定効果モデルインパクト理論の検討
ロジックモデルの作成

プロセス理論の検討
a. サービス利用計画の作成
b. プログラム組織化計画の作成

予備的プログラム評価
効果的プログラムの

プログラム要素に関する
質的検討

社会福祉実践プログラム
の共通アウトカムの検討

効果的な社会福祉実践
プログラムの提案モデル

全国プログラム評価調査
共通アウトカムを改善する

効果的援助要素の定量的分析
（フィデリティ評価項目の抽出）

既存関連有効モデルの分析

提案モデルに対する
プログラム評価理論の検討：
インパクト理論の再検討
プロセス理論の再検討

制度モデル・既存モデル

 



 

 

４．研究成果 

(1) 研究ステージごとの研究成果 

 各研究ステージを進めるために必要な共

通アプローチ方式として、①合意できるプロ

グラム理論の形成方法、②効果的援助要素の

作成と共有化の方法、③チェックボックス方

式による効果的援助要素の記述と測定の方

法、④効果的援助要素チェックボックスに基

づく実施マニュアルの構築の方法が定式化

され、そのために必要な実践的知識をマニュ

アルと様式集などのツールキットを含めて

整理した。 

 

(2) CD-TEPアプローチ法の枠組み生成と共通

基盤： 

 本研究は、これら現状の問題解決に有用な

プログラム評価のアプローチ法として、「プ

ログラム理論･エビデンス･実践間の円環的

対話による､効果的福祉実践プログラムモデ

ル形成のための評価アプローチ法(CD-TEP評

価アプローチ法；An Evaluation Approach of 

Circular Dialogue between Program Theory, 

Evidence and Practices）」として図２のと

おりラセン階段上昇型の模式図として整理

した。 

 「円環的対話」を成立させる共通基盤とし

て、①測定可能なプログラムゴールの設定と

共有、② 合意できるプログラム理論の形成、

③効果的援助要素の作成と共有、④チェック

ボックス方式による効果的援助要素の記述

と測定、⑤効果的援助要素チェックボックス

に基づく実施マニュアルの構築、⑥プログラ

ムゴールとなるアウトカム指標と効果的援

助要素の関連性の日常的な把握と実証の方

法が定式化され、そのために必要な実践的知

識をマニュアルと様式集などのツールキッ

トを含めて整理した。 

 

①測定可能なプログラムゴールの設定と共

有化の方法 

  取り上げた福祉実践プログラムの内容は

多様であるが、プログラムが解決を目指すゴ

ールはいくつかの領域に整理できることが

明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

・B領域：社会的役割･技能の獲得・拡大（就

労移行支援事業、デイケア、若者自立塾、

ニート･ひきこもり支援プログラム､等） 

 B2領域（B領域の枝分類）：再犯防止、社

会的逸脱行動の是正（更生保護プログラ

ム、物質依存回復プログラム､等） 

・C領域：身体･生命の安全確保、危険の回避･

危険からの離脱（DV シェルター、物質依存

プログラム、一時保護所プログラム､等） 

 

②合意できるプログラム理論の形成方法 

  Rossi ら(2004)の直接的に利用者との接触

がある対人サービスプログラムに対する、プ

ログラムと利用者との相互作用に重点を置

いたプログラム理論を参照して、その作成方

法を定式化した。 

  

③効果的援助要素の作成と共有化の方法 

  前項で作成したプログラム理論のプロセ

ス理論（サービス利用計画と組織計画）に基

づいて、理論上重要と考えられる 15～30 項

目程度を取り上げて整理する。通常は、組織

計画から 5～10 項目、サービス利用計画から

10～20項目を抽出する。サービス利用計画か

らの項目は、サービス利用の入口から出口ま

で順序立てて上位の 3～6 領域を設定して整

理する。 

④チェックボックス方式による効果的援助

要素の記述と測定の方法 

 効果的援助要素の内容は、しばしば実践現

場における具体的な創意工夫や実践的努力

としてまとめられる。そのため、実践現場に

おけるそれら効果的な取り組みを適切に評

価に位置づけるための方法として、チェック

ボックス形式の整理方法、評価方法を導入す

ることができる。 

⑤プログラムゴールとなるアウトカム指標

と効果的援助要素の関連性の日常的な把握

と実証の方法 

  前２項で作成するチェックボックスを基

盤とした効果的援助要素は、効果的プログラ

ムモデル（暫定的を含む）を構成する援助要

素であり、効果的モデルの適合度（モデルフ

ィデリティ）(Bond ら､2000)を評価する上で

重要な指標となる。効果的モデルの適合度を

フィデリティ尺度というプロセス評価尺度

で評価する方法が近年試みられるが、CD-TEP

法では、フィデリティ尺度を実践現場の創意

工夫、実践的努力の内容に基づくチェックボ

ックスを活用してフィデリティ尺度を構成

する。 

  

(3) CD-TEPアプローチ法実践ガイドの知識体

系 

  上記の共通基盤６方式を含む評価プロセ

ス上の課題を「課題プロセス」と位置づけた。
暫定効果モデル１

暫定効果モデル２

最終効果モデル

図２ プログラム理論・エビデンス・実践間の円環的対話による効果的
プログラムモデル形成のためのアプローチ法(CD-TEP法)

科学的根拠に
基づく知識生成

効果的プログラム
モデルの構築

実践現場の創意・
工夫、改善点の反映

プログラム理論
の評価と再構築

 



 

 

プロジェクトマネジメント領域の世界標準

である PMBOK (Project Management Body of 

Knowledge)の枠組みを参考に、課題達成のプ

ロセスを、①インプット、②検討方法､③ア

ウトプットとして提示し、それぞれの「課題

プロセス」に従って、具体的な成果物の作成

が目指されることを明確にした。 

 それぞれの「課題プロセス」は、①効果的

プログラムモデル開発評価ステージ、②効果

的プログラムモデルへの発展ステージ、③効

果的プログラムモデルの実施･普及･更新ス

テージごとに、それぞれ３・11・４の計 18

項目を設定する。ラセン階段上昇型の円環モ

デル（図２）として、「課題プロセス」の相

互関係を明確にした。 

 各「課題プロセス」は以下のとおりである。 

 

Ⅰ. プログラムモデル開発評価ステージの

課題プロセス：  

Ⅰ1-1) ニーズ把握とプログラムゴール・標

的集団の設定 

Ⅰ2-1) 既存･試行プログラムの現状把握 

Ⅰ2-2) プログラム評価可能性・再編可能性

アセスメントの実施  

 

Ⅱ. 効果的プログラムモデルへの発展評価

ステージの課題プロセス： 

Ⅱ1-1) プログラム理論の構築・再構築：イ

ンパクト理論 

Ⅱ1-2) プログラム理論の構築・再構築：プ

ロセス理論（サービス利用計画） 

Ⅱ1-3) プログラム理論の構築・再構築：プ

ロセス理論（組織計画） 

Ⅱ2-1) 効果的援助要素リストの作成 

Ⅱ2-2) 効果的プログラムモデルの実施マニ

ュアルの作成 

Ⅱ3-1) アウトカム評価尺度・指標の設定と

活用計画 

Ⅱ3-2) アウトカム評価調査の実施とその評

価結果の活用 

Ⅱ3-3) 効果的プログラムモデルのフィデリ

ティ尺度作成と活用計画 

Ⅱ3-4) フィデリティ評価調査の実施と評価

結果の活用 

Ⅱ3-5) アウトカム評価とフィデリティ評

価・効果的援助要素の関連性の検証、評価結

果の活用 

Ⅱ4-1) 効果的プログラムモデルの構築 

 

Ⅲ. 効果的プログラムモデル実施･普及･更

新評価ステージの課題プロセス： 

Ⅲ1-1) 効果的プログラムモデルの実践現場

への移転、実践的適合モデルの作成 

Ⅲ1-2) 効果的プログラムモデルの実施･普

及モデル、実施ツールキットの作成 

Ⅲ1-3) 効果的プログラムモデルの制度化、

制度モデルの作成 

Ⅲ2-1) 実践現場の創意・工夫と基盤にした

効果的プログラムモデルの改訂･更新 

 

以上を含む「CD-TEP 評価アプローチ法の実施

ガイド」の全体構成は、以下のとおりである。

（CD-TEP評価アプローチ法は web上で公開し

た。 http://cd-tep.com/） 

 

パートＡ 総論 

パートＢ CD-TEPプログラム評価・開発アプ

ローチ法の共通基盤 

 1) CD-TEP 法の共通基盤とプログラム現場

との相互交流の方法 

 2) CD-TEP 法の共通基盤を支える６方式 

 3)プログラム現場との相互交流、エビデン

ス収集の方法 

パートＣ CD-TEPプログラム評価・開発アプ

ローチ法の実施ガイド 

 Ⅰ. CD-TEPプログラムモデル開発評価ステ

ージ 

 Ⅱ. CD-TEP効果的プログラムモデルへの発

展評価ステージ 

 Ⅲ. CD-TEP 効果的プログラムモデルの実

施･普及･更新ステージ 

パートＤ プログラム評価の課題別フロー

チャート 

パートＥ  CD-TEP 法の適用例 

 

 これらのステージ・フェーズにおけるアプ

ローチ法の適用対象となる実践プログラム

は、以下の発展段階に基づくプログラム類型

に整理して考えると良いことが示唆された。 

 すなわち、A 型：新規開発プログラム(非

EBP)を実施･普及可能な効果的プログラムモ

デルに発展・構築させる課題をもつ、B 型：

導入期の既存制度プログラム、試行的事業の

プログラム(非 EBP)を、効果的プログラムモ

デル(EBP)に発展・再構築する課題をもつ、C

型：定着期･見直し期の既存制度プログラム

(非 EBP)を、効果的プログラムモデル(EBP)

に転換・再構築する課題をもつ、D 型：ベス

トプラクティス・EBP プログラムを、よりニ

ーズに適合した効果的プログラムに再構築

する課題をもつ。 
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